
３．１．２ 統合処理によるプレート構造調査研究及びデータ保管 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

 新たに設置される中感度稠密地震観測データと、首都圏内において深さ 3000m の基盤

岩に達する深層地震観測を含む既存の高感度地震観測データとの統合処理を行い、自然地

震波形データベースを構築・保管すると共に、高精度震源・メカニズム解決定に基づく地

震クラスターの分類、3 次元地震波速度・減衰構造、地震波形解析に基づくプレート境界

面形状及び浅部地震基盤構造を明らかにし、首都直下におけるプレートモデルを構築する。 
 
(b) 平成 20 年度業務目的 

 東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学技術研究所地震

研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合的に処理を行い、

本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を行う。また、昨年度の茨

城県南西部の地震クラスターの詳細解析や房総沖で発生した群発地震活動の詳細活動の解

析に基づき、本年度は房総沖の相似地震やスロースリップイベントの再解析によるプレー

ト形状の推定、プレート内外のサイスモテクトニクスを解明するための高精度相対震源決

定法の改良および地震クラスターへの詳細分析、高精度 3 次元地震波速度・減衰構造トモ

グラフィー手法を用いた予備的解析、首都圏直下の複雑な構造に対応するレシーバ関数解

析等の地震波形解析に基づくプレート境界性状の予備的解析等、基盤観測網との統合処理

によるプレート構造調査に向けた開発・解析を進める。 
 
(c) 担当者 
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(2) 平成 20 年度の成果 

(a) 業務の要約 

東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学技術研究所地震
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研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合的に処理を行い、

本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を行った。また、昨年度の

茨城県南西部の地震クラスターの詳細解析や房総沖で発生した群発地震活動の詳細活動の

解析に基づき、本年度は房総沖の相似地震やスロースリップイベントの再解析によるプレ

ート形状の推定、プレート内外のサイスモテクトニクスを解明するための高精度相対震源

決定法の改良および地震クラスターへの詳細分析、高精度 3 次元地震波速度・減衰構造ト

モグラフィー手法を用いた予備的解析、首都圏直下の複雑な構造に対応するレシーバ関数

解析等の地震波形解析に基づくプレート境界性状の予備的解析等、基盤観測網との統合処

理によるプレート構造調査に向けた開発・解析を進めた。 

 

(b) 業務の成果 

1) サブテーマ① 既存時地震観測データとの統合処理による自然地震波形データベース構

築および保管 

首都直下地震防災・減災プロジェクト（以下首都直下プロジェクト）において各観測点

において観測された波形データは地震研究所に集められたのち、防災科学技術研究所に転

送され蓄積される。本年度は、昨年度に構築された蓄積システムの維持を行うとともに、

データ量の増加による処理サーバおよびハードディスクドライブ（HDD）の増設を行った。 
首都直下プロジェクトにおける観測点数は 400 観測点を計画しており、首都直下プロジ

ェクトのデータ収集においては、大学間の地震波形データが流れている JDXnet を用いて

いる。首都直下データの収集を円滑に進めるため、受信部においてデータが正常に流通し

ているかどうかを確認している。その状態は Web 上で閲覧することができる(図 1)。この

図においては、安定的にデータは配送されていることが見て取れる。なおデータ量が急に

増加している箇所があるが、有感地震が発生したことによるデータ量の増加に伴う変化で

ある。その影響は一時的なものであるため、グラフ上では急激に増加したように見える。 
つくば WAN を経由して送られてきたデータはサーバ上に蓄えられるが、データ量が増

加したため、ラックおよび HDD を増設した（写真１）。今年度設置した機器は、昨年度構

築したシステムと接続され処理の一部を担当している。 
また、関東で発生した M3 以上の 109 個の地震に関して、房総半島に線上に設置してあ

る観測点での読み取り業務を行った。表１にその震源要素を示す。これらの読み取りは、

研究に非常に重要であり、震源分布の精度の向上に役立つ。 
 
2) サブテーマ② 首都直下地震クラスターの解明 

関東地方では、数多くの地震クラスターが存在している。特にクラスターに含まれる相

似地震はプレート間すべりの位置と量を把握する指標となり得る。今年度は 2007 年 8 月

に発生した房総スロースリップイベント(SSE)に伴う相似地震の群発的な活動の特徴につ

いて調べ、相似地震のデータ解析からすべり量の推定を試みた。 
 
a) 房総 SSE に伴う相似地震活動 

i)はじめに 

陸域の稠密な地殻変動観測網の整備に伴い、房総沖において SSE の発生が確認されて
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いる 5, 8)。房総沖では傾斜計や GPS の観測データから 1983 年以降およそ 6 年間隔で SSE
が発生することが知られており 6, 7)、最新の活動は 2007 年 8 月に前回から約 5 年の再来間

隔を経て発生した。この 2007 年の SSE による地殻変動は、防災科研 Hi-net 高感度加速

度計（傾斜計）等により多数の点で捉えられており 1, 9)、傾斜計および GPS データを基に

したすべり量とモーメント解放量の推定では、それぞれが 15.6 cm および Mw6.6 であっ

た 9)。 
房総 SSE は、群発地震活動を伴う点が特徴的であり、その地震活動には相似地震も数

多く検出されている。相似地震とは、波形の相似性が極めて高く、通常はほぼ一定の規模・

間隔で繰り返すことから、プレート境界上の安定すべり域に分布した微小なパッチでの破

壊の繰り返しと考えられる。すなわち相似地震がプレート境界でのすべりモニタリングの

指標として利用できる。地震データは、関東・東海地域において 1985 年頃から密に整備

された地震観測網のデータがあるため、過去の房総 SSE 活動の時間変化を把握することが

可能である。またこれ以前についても 1983 年 5 月時点では房総半島周辺の観測点数はほ

ぼ変わらず、同様の検知能力が期待される。さらに、2007 年房総 SSE では、相似地震デ

ータと測地データの双方ですべり変化を検出できているため、測地データから得られた結

果との比較によって、相似地震の解析によるすべり量推定手法を評価することができる。 
そこで過去の房総 SSE の際の相似地震の特徴を調べ、活動の時間変化について報告す

る。さらに 2007 年房総 SSE の相似地震データからすべり量の推定を試み、その結果を測

地データから得られている結果と比較した。 
 
ii) 手法 

解析期間に 2007 年房総 SSE が含まれるため、未解析であった 2002 年から 2008 年

の期間について既存研究 3, 4)に従い、相似地震の追加解析を行った。防災科研 Hi-net に
よる M2.0 以上のイベントについて既存研究 3, 4)で得られた結果と比較した。解析には

2002 年 9 月 1 日から 2008 年 9 月 30 日までの防災科研 Hi-net による波形データを用い

た。一方、既存研究は防災科研 関東東海観測網(KT-net)による波形データを用いている。

Hi-net (100 Hz サンプリング)と KT-net (80 Hz サンプリング)の波形データを比較する際

は、後者を前者のサンプリングレートに合わせてリサンプルして用いた。KT-net は Hi-net 
のような最新の観測網に比べて、ダイナミックレンジが狭く、また地震検出能力も劣るた

め、本研究で対象とする地震はマグニチュードが 2～5 のものに限られる。解析手法およ

び相似地震と判定する条件は Kimura et al. (2006)3)と同じである。 
得られた結果を元に、すべり履歴とすべり分布を推定した。個々の相似地震のすべり量

は個々のイベントのマグニチュードから Kimura et al. (2006)3)と同じ手法で推定した。

Uchida et al. (2003)10) の手法にならい個々の相似地震グループについて求められたすべ

り履歴を特定の領域および期間について積算し平均した。すべり分布は個々の相似地震グ

ループについて求めたすべり履歴をそれぞれのムービングウィンドウ内で積算および平均

することで得た。0.2°×0.2°の大きさのムービングウィンドウを 0.1°間隔で動かした。

個々のウィンドウ内に 2 個以上の相似地震グループが含まれる場合に、得られたすべり量

をムービングウィンドウの中心に 0.1×0.1°の大きさの四角形としてプロットした。得ら

れたすべり分布をもとにモーメント解放量 Mo (Nm) を以下のように推定した。 
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∑=
i

ii dSMo μ                                               (1) 

ここで、Si および di は i 番目のウィンドウの面積とすべり量を示す。μ は剛性率で、

ここでは 4.4 × 1010 Pa の値を用いた。 
 
iii) 房総 SSE 時の相似地震活動 

2007 年房総 SSE に伴う相似地震は、顕著な地殻変動が観測されている時期に発生した

(図 2)。相似地震活動ははじめ東側の A 領域で発生し次いで西側の B 領域でも活動が始ま

った(図 2)。Hirose et al. (2008)1) による傾斜計・GPS データをもとに推定された SSE の

すべりの時空間分布によると、すべりは南東側で始まり、東側北部で大きなすべりが起き、

西側の B 領域でも遅れてすべりが開始した。相似地震の活動と比較すると A・B それぞれ

の領域で大きなすべりの起きた時にほぼ同期して活動が開始した(図 2)。SSE のすべりと

相似地震の活動が時間・空間的に良く一致することから相似地震は SSE のすべりによって

誘発されたと推測される。相似地震以外の群発地震活動は、東側では相似地震の活動とほ

ぼ同時に、西側では相似地震活動よりやや遅れて開始している。また、東・西側それぞれ

の領域で、相似地震活動と同様に南北方向への拡大が見られた。東側で活動域が最も拡大

した頃の 8 月 16 日 4 時 15 分に最大の地震(Mw5.3)が発生した(図 2)。一連の群発地震活

動も SSE のすべりと時間・空間的に良く一致することから、SSE のすべりによって誘発

されたと推測される。 
相似地震の震央分布を Sekine et al. (2007)9)による断層モデルと比較すると、相似地震

は断層モデルの深部(北端)境界付近に分布する(図 2)。鉛直断面では、相似地震は北西方向

に緩やかに傾斜した平面状に分布し、その他の群発地震の分布と重なり、断層モデルとも

よく一致する(図 3)。これにより、相似地震と SSE のすべりは連続した面状で起きたと推

測される。 
続けて、これまでの房総 SSE に伴う活動を詳しく比較すると、相似地震の活動域はほぼ

重なる(図 4)。しかし、1983 年と 1990 年では活動域の西側の B 領域で発生数が多く、1983
年、1990 年、および 2007 年では北部で相似地震の発生数が多いといった違いがある。ま

た 2002 年では南東部での発生数がやや多い。1996 年は全体に相似地震の発生数が少なか

った。活動の時系列は、基本的に東側で活動が始まり西側に拡大していくという傾向が見

られる。しかし、1983 年および 2002 年では東側の南部から始り北に拡大したのに対し、

1990 年、1996 年および 2007 年では東側北部から活動が開始した。このような違いは相

似地震の分布域での SSE のすべり過程の違いを反映していると考えられる。Hirose et al. 
(2008)1) によると、2007 年ではすべりは南東側で始まり、北側および西側に拡大した。前

述したようにすべりが東側北部および西側で始まったのとほぼ同期して相似地震活動が始

まった。このことは、相似地震活動の推移が SSE のすべり推移を反映していることを支持

している。 
 
iv) 相似地震から推定した 2007 年房総 SSE すべり量分布 

2007 年房総 SSE について、前述 ii)での相似地震データ解析により、すべり分布を推定

し、さらにモーメント解放量を求めた(図 5)。すべり分布は、北部から南東部および南西部
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と地殻変動データから推定された断層面を取り囲む範囲で大きなすべりが推測された。モ

ーメント解放量はモーメントマグニチュード(Mw)で 6.2 となった。 Hirose et al. (2008)1) 

による地殻変動データから推定された結果と比較すると、その結果においても北部から南

東部で大きなすべりが推定されており、すべり分布の空間パターンについては調和的な結

果が得られている。1)によると西側の内陸部でもやや大きめのすべりが推定されており調

和的である。但し、相似地震では南西部で大きなすべりが推定されており、その位置は約

10km 南にずれが認められる。これは、0.2°×0.2°のサイズのムービングウィンドウを 
0.1°ずつ動かしているため細かいスケールのすべり分布にはこの程度の誤差があるため

と考えられる。逆に、この程度の誤差範囲内ではすべり分布を十分推定できたと言える。

モーメント解放量については、地殻変動データからの推定値は Mw6.6 で相似地震からの

推定値( Mw6.2 )よりやや大きい。これは相似地震が SSE のすべり領域の中心部には存在

せずに、その周囲にのみ分布しているため、中心部のすべり分を反映できていないためだ

と考えられる。これは、手法上やむを得ない面があるが、Mw6 を越える活動としての規

模は再現されている。また、2007 年房総 SSE に伴う最大の地震は Mw5.3(2007/8/16, 4:15)
であったが、これより十分大きなモーメントが非地震性すべりで解放されたことを示して

おり、モーメントの主要な部分が非地震性すべりとして解放される SSE としての特徴は再

現されている。今後、推定手法の高度化を図るとともに、手法の適用範囲に留意しつつ、

過去の房総 SSE についてもすべり分布・規模の推定を行う予定である。 
 
3) サブテーマ③ 高精度 3 次元地震波速度・減衰トモグラフィーに基づくプレート構造調

査 

i) はじめに 
関東地域における三次元減衰構造は Sekiguchi (1991)11) や Sekine (2005)12) などの研

究から求められてきているが、関東地域において詳細な波形計算を行う際には、さらに精

密な解像度を必要とする。首都直下地震防災・減災プロジェクトにより、従来よりもさら

に密な観測網（MeSO-net 観測点）が構築されつつある。2 枚のプレートが沈み込んでい

る首都圏における震度の予測などを行なうことは本プロジェクトにおいて重要な課題であ

り、それを求める際には、速度構造と共に減衰構造も重要なデータとして必要になってく

る。本項では現在までの MeSO-net 観測点から得られた加速度振幅データのみを用いて、

振幅トモグラフィーによって関東地方における減衰構造を求めた。 
ii) データおよび手法  

北緯 34.5 度から 37.0 度、東経 138.5 度から 141.5 度の範囲で 2008 年 4 月から 11 月ま

でに発生した 291 個の地震について、同地域にある MeSO-net の観測点（46 点）で観測

された加速度波形にバンドパスフィルターをかけ、読み取りが行われた P 波、S 波それぞ

れの初動到達から 2 秒以内の上下動成分の最大振幅値をデータとして用いた。本項におけ

る減衰構造の推定手法は P 波、および S 波を別々に求めるために、Sekine (2005)12) の手

法に基づいて計算を行うこととする。トモグラフィーに使った波線の数は、2,856 本であ

る。なお計算する際のグリッド間隔は、以前の研究と比較をするために、水平方向では 0.1
度×0.1 度、深さ方向は 50km までは 5km 間隔、それ以深は 10km～15km 間隔であり、

計算する際に必要な関東地方の速度構造は、Matsubara et al. (2005)13)を用いている。ま
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た減衰構造の初期構造は Q=400 としている。 
iii) 結果および考察 
 図 6 に深さ 30km における P 波の減衰構造の水平断面図を、図 7 に減衰構造を求める際

に用いた三次元速度構造および Vp/Vs 比の深さ 30km における水平断面図を示す。また、

図 8 は，関根・他（2006）で求められた Hi-net の速度振幅データによる深さ 30km にお

ける P 波の減衰構造の水平平面図である。つくば- 藤沢ラインに沿った東京湾直下にフィ

リピン海プレート起源のものと推定される低減衰（High-Q）の領域が存在する。この領域

は速度構造の高速度領域でもあり、結果は調和的である。また、東京、千葉、埼玉県境付

近において、周囲よりも高減衰（Low-Q）の領域が存在する。この地域は、速度構造にお

いても低速度および高 Vp/Vs 比を示している地域であり、 さらに、Sekine (2005)12) に
よる Hi-net の最大速度振幅データによる減衰構造の解析や Nakamura et al. (2006)14) に
おける防災科研 K-net、KiK-net の解析においても、周囲より Low-Q が確認されている場

所である。この地域は、Matsubara et al. (2005)13) や Kamiya et al. (2000)15) によって

蛇紋岩の存在が推定されている地域であり、速度構造のみでなく減衰構造からも特徴的な

構造が示されることが判明した。また、違う帯域および違う観測網の解析によっても、同

様の構造が出てくることにより、構造の信頼性が上がっていると考えられる。 
今後は、MeSO-net の観測点が面上に増加し、さらに地震データが増えることにより、

より詳細な減衰構造が解明されることが期待される。 
 

4) サブテーマ④ 地震波形解析に基づくプレート境界性状調査 

一般に、沈み込むプレートに起因する媒質とその周辺では、地震波伝播速度が異なる。

地震波速度に不連続が存在する場合、地震波はその速度境界面で P 波から S 波、あるいは

S 波から P 波に変換することがある。変換波を観測波形から抽出、解析することにより、

プレート境界の位置や境界付近の性状を推定することが可能である。このような地震波を

用いた解析をする場合、水平動 2 成分の記録から動径方向（radial）成分とそれに直交す

る成分（transverse 成分）を合成することが重要となるが、MeSO-net のように孔底設置

型の地震計の場合、水平動 2 成分の設置方位が必ずしも明確ではないという問題がある。

本年は、MeSO-net 観測記録を用いた変換波解析等を実施するための予備的解析として、

遠地地震動の長周期成分の波形相関にもとづいて、2007 年度に整備された MeSO-net 46
観測点の水平動地震計の設置方位の推定を行った。 

解析は、防災科研 Hi-net の地中地震計設置方位推定方法 16)にしたがって実施した。た

だし、本解析では、MeSO-net および基準として用いた防災科研 F-net / Hi-net とも、観

測された波形を変位波形に変換した後、50 秒から 100 秒の帯域通過フィルタを適用し、

用いた。以下、MeSO-net における変位波形を参照波形、F-net / Hi-net における波形を基

準波形と称する。F-net つくば観測点では、広帯域地震計設置時に地震計の N 成分を真北

に向けて設置している。Hi-net 観測点については、防災科研 Hi-net のホームページ記載

の設置方位情報 17)を用いて南北および東西成分波形を合成し、基準波形とした。観測記録

を基準波形として使用した観測点（以下、基準観測点という）のリストおよび各観測点の

N 成分の設置方位を表 2 に示す。解析においては、地震波の相関を計算する観測点間の距

離に対して震央位置が十分に遠いことが求められる。本解析では、方位推定誤差の目標を
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5°とし、観測点の組から震源を見たときの方位差が 5°未満となるような地震・観測点ペア

を対象とすることとした。周期 50 秒以上の観測波に対してこの条件を満足するためには、

MeSO-net 観測網から 250 km 以上離れている地震を対象とし、基準観測点は方位推定対

象観測点から 22km 以内にあることが求められる。解析に使用した地震を、表 3 に示す。

震源情報は、いずれも米国地質調査所（USGS）の地震速報値（Preliminary Earthquake 
Report）による。 

参照波形を 1 度ずつ回転させながら、基準波形に対する相互相関係数を計算した。各

MeSO-net 観測点において、地震ごと基準観測点ごとに計算された相互相関係数の重み付

き平均を求め、この値が最大となる回転角を、その観測点の設置方位であるとした。なお、

MeSO-net 観測点建設にあたっては、地中地震計の N 成分が磁北方向を向くように設置

されている 18)が、本解析により求められる設置方位は、真北方向からの差異である。 
一例として、図 9 に E.YYIM 観測点、図 10 に E.SKMM 観測点の推定の様子を示す。

E.YYIM 観測点では、Hi-net の N.KOTH（江東）および N.TKRH（所沢）両観測点で収

録された波形との相関解析を行った。その結果、いずれの地震および観測点組についても

ほぼ同等の方位で相関係数が高くなる傾向にあり、-3°（N357°E）で最大値を取る。ただ

し、2008/11/17 の地震の相関係数は最大値でも 1.7 程度であり、他の地震よりも明らかに

小さい（図 9）。これは、遠地地震の解析をする場合、Mw7.5 程度の地震であっても S/N
的には不十分であることを意味する。一方、E.SKMM 観測点については、観測点から 22 km
以内に位置する基準観測点は N.KOTH のみであり、また、四川省東部の地震の記録は使

用していない（図 10）。相関係数の分布から、本観測点の N 成分は N155°E を向いている

と推定出来る。佐々木らは、2008 年岩手県北部の地震による初動方位と震央方位角の角度

差から地震計設置方位の推定を試みた結果、N153.4°E という結果を得た 18)。両解析結果

は非常に良い一致を示しており、当該観測点の水平動成分を用いた波形解析を実施する際

には注意が必要であると結論出来る。 
表 4 に推定された地震計の設置方位角を佐々木らによる推定結果 18)とあわせて示す。本

解析の結果、E.SKMM および E.YTBM 両観測点の N 成分がほぼ南を、E.MKJM 観測点

の N 成分は南西方向を向いていることが明らかになった。それ以外の観測点は、磁北に

対して± 15 度程度以内の差異であった。 
本結果は、P 波初動を用いた佐々木らによる結果と調和的である。しかし、茨城から東

京北東部の観測点において、本解析の結果の方が佐々木らの結果に対して、7 度程度時計

周りに回転するといった系統的な差異が存在する。これに対し、観測網西部（139.75°E
以西）におけるデータ（15 観測点）の差はほぼランダムに分布している（図 11）。汐見ら

16)は、北海道の日高山脈や釧路湿原周辺の Hi-net 観測点において、近地地震 P 波初動方

位と震源位置の関係から求めた設置方位と遠地地震表面波の波形相関から求めた設置方位

の間に系統的な差分が存在することを示し、地下構造の影響により P 波初動が回折してい

る可能性を指摘した。関東地方北東部における差分についても、岩手県東部から太平洋ス

ラブを伝播した地震波の回折の影響が反映されている可能性がある。解析に用いた地震の

違いによる「地中地震計設置方位角」の差分は、関東地方下に存在する太平洋スラブ形状

の同定に寄与する情報となり得るかもしれない。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学技術研究所地

震研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合的に処理を行

い、本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を行った。また、昨年

度の茨城県南西部の地震クラスターの詳細解析や房総沖で発生した群発地震活動の詳細活

動の解析に基づき，本年度は房総沖の相似地震やスロースリップイベントの再解析による

プレート形状の推定、プレート内外のサイスモテクトニクスを解明するための高精度相対

震源決定法の改良および地震クラスターへの詳細分析、高精度 3 次元地震波速度・減衰構

造トモグラフィー手法を用いた予備的解析、首都圏直下の複雑な構造に対応するレシーバ

関数解析等の地震波形解析に基づくプレート境界性状の予備的解析等、基盤観測網との統

合処理によるプレート構造調査に向けた開発・解析を進めた。 
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(3) 平成 21 年度業務計画案 

東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学技術研究所地

震研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合的に処理を行

い、本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を行う。また、相似地

震活動や群発地震活動の高精度相対震源決定処理による地震クラスター解析、首都圏を含

めた広域三次元地震波速度構造トモグラフィー、減衰構造トモグラフィー、散乱解析、変

換波解析等に基づき、基盤観測網との統合処理によるプレート境界性状解明に向けた開

発・解析を進めるとともに、首都圏直下の厚い堆積層に対応するレシーバ関数解析処理方

法および地震計設置方位推定方法の検討を行なう。 
 

 


